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　本論文においては，1980年代入り後進

（Ｅｃｏｎｍｉｅｓ ｏｆ Ｓｃｏｐｅ）が日本の銀行業

化により増大したかを検証し，その背

ず検証する。自由化の過程で，債券デ

れは銀行業に新しい生産物の種類が追

物の生産に因る「範囲の経済性」の発

銀行は第3次オンライン化に伴うコン

ステムヘの投資が盛んであり，労働節

本論文は技術進歩についても吟味する

れているが，このことも検証する。

　対象は都銀12行（東京銀行は外為専

計13行で，対象期間は1981－1988年

Ｓｅｅｍｉｎｇｌｙ Ｕｎｒｅｌａｔｅｄ Ｒｅｇｒｅｓｓｉｏｎ（

料収益，ディーリング益の３種類，要

種類を考えた。

　推定された費用関数は，理論が要求

下記のとおりである。

　(1)80年代の金融自由化は1984年度か

響を与え，1981－1984年度の期間と19

異なる。

　(2)1981－1984年度と，1985-1988年

後者の期の方が経済性を増している。

　(3)1981－1984年度では規模の経済性

してほぼ収穫一定と考えられる。

　(4)1981－1984年度と，1985－1988年

れは時間とともに加速している。技術

うバイアスを持っている。
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展の目覚ましい金融自由化の下，「範囲の経済性」

で検証されるか，されるとすると，それは金融自由

景として銀行の費用関数に構造変化が生じたかをま

ィーリングが銀行に認められるようになったが，こ

加されたと見做すことができ，このことは複数生産

生要因が増えた可能性を示唆する。また80年代には

ピューターへの投資やテレコミュニケーション・シ

約的，資本使用的な技術進歩があったと思われる。

。また銀行業には規模の経済性があると従来考えら

門銀行であるため除く）と地銀第１位の横浜銀行の

度，推定式はトランスログ費用関数，推定方法は

ＳＵＲ）である。銀行の生産物としては貸出金収益手数

素費用としては資金調達支出，物件費人件費の３

する単調性や凹性の性質を満たす。主な実証結果は

ら1985年度にかけて銀行の費用関数に最も大きな影

85－1988年度の期間では費用関数が統計的に有意に

度の両期において，範囲の経済性が有意に存在し，

が有意であるが，1985-1988年度になると規模に関

度の両期において，技術進歩が有意に検証され，そ

進歩は，予想どおり，労働節約的，資本使用的とい

要　　約
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Ⅰ.　はじめに

　1980年代に入って後の日本の金融自由化の進

展には目覚ましいものがある。就中，金融制度

の業務分野規制の緩和を巡る議論が活発に行わ

れている。平成元年５月の金融制度調査会中間

報告『新しい金融制度について』においても

「金融機関の間の競争を可能なかぎり促進する

ためにも現行制度の見直しを行う時期に来てい

ると考えられる。」と述べられている。金融機

関の業務が新たな段階に入りつつある中で，金

融自由化の動きは銀行の経営にいかなる影響を

与えているのであろうか。

　銀行は，高度成長期には量的拡大を通じて規

模の経済性の追求による効率的経営を目指した

といわれたが，近年では，金融自由化の下で金

融サービスの多様化，多角化が進行している。

その背景として複数業務分野にわたる生産要素

の共通利用による費用節約効果─範囲の経済
性の存在が指摘されている。技術革新と並行し

て自由化，規制緩和が進行中である金融機関に

とって，経営環境の変化が範囲の経済性（Ｅｃｏ－

ｎｏｍｉｅｓ ｏｆ Ｓｃｏｐｅ），規模の経済性（Ｅｃｏｎｏｍｉｅｓ

ｏｆ  Ｓｃａｌｅ）の発揮にどのような影響を与えてい

るのか，検証しておく必要があると考える。

　厳密には後の章で議論するがここで極めて単

純化すると，範囲の経済性とは二種類以上の金

融サービスを一つの金融機関が同時に生産する

ことにより，別々の金融機関が単一の金融サー

ビスを各々生産する場合よりも投入費用が節約

されること，また，規模の経済性とは金融サー

ビスの規模が拡大するにつれて平均費用が低下

することを意味する。範囲の経済性の存在は，

ある生産物の限界費用が，他の生産物を限界的

に増加させたときに減少することによって検証

される。

　本論文の目的は，銀行業務の量的拡大と多様

化に伴って議論となる銀行業の範囲の経済性，

規模の経済性について，日本の銀行を採り上げ

て分析することである。すなわち，経営環境の

変革下でサービスの多角化，総合化を指向する

金融機関の複数サービスの結合供給における費

用節約効果に注目し，複数財生産の理論を銀行

業に適用して複数財生産企業としての銀行業の

範囲の経済性，規模の経済性をトランスログ型

費用関数の推計によって検証しようとするもの

である。更に，範囲の経済性，規模の経済性と

併せて技術進歩を扱うこととする。銀行業にお

ける技術進歩は近年，短期間に留まらず継続的

にみられ，金融サービスの生産プロセスにおい

て，技術進歩乃至生産性向上が企業行動上の重

要な要素となっていると考えられるからである。

　論文構成は以下のとおりである。

　まず第Ⅱ章で，複数財生産企業としての銀行

業における範囲の経済性，規模の経済性につい

て概観し，第Ⅲ章で先行研究について展望する。

以上の整理を踏まえ，第Ⅳ章では日本の銀行業

の範囲の経済性，規模の経済性についての本論

文における実証モデルについて検証する。第Ⅴ

章では実証分析の結果を示すとともに，用いた

実証モデルについてその妥当性，さらに先行研

究のモデルとの相違点に関しての検証を行う。

最後に第Ⅵ章では，実証分析の結果に基づき，

今後の課題について簡単に展望を行う。
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Ⅱ.　複数財生産企業としての銀行業とその分析概念

Ⅱ－１　金融仲介機関について

　金融システムの最も基本的な機能は，各経済

主体の貯蓄・投資差額（資金過不足）の存在を

背景に，資金余剰主体から資金不足主体への資

金の移転を仲介することである。これによって

貯蓄と投資の決定が独立して行われ，社会全体

としての厚生水準が向上する。この資金移転機

能は，Ｇｕｒｌｅｙ-Ｓｈａｗによって次の二つの活動に

区分されている。

①資金の貸手と資金の借手の間で直接，資金を

移転させる活動

②資金の貸手に預金等の間接証券を発行して資

金を集め，最 終的 な借手に 供給 する活 動

　これは，資産の変換機能（ｔｒａｎｓｍｕｔａｔｉｏｎ）と

もよばれる。

　従来は，主に①は証券会社や各種金融ブロー

カーに，②は銀行や保険会社により担われてき

た。本論文では，②の機能を持つ金融機関とし

ての銀行業について考えていきたい。

　日本の金融システムは，従来各種金融機関の

業務分野が区別されている（長短分離信託分

離，銀行・証券分離等）ことに特徴があった。

しかし，金融環境の変化に伴い，新しい業務分

野の出現等もあることから，業務分野規制は急

ピッチで緩和されつつある。なかでも銀行・証

券分離に関する規制緩和が最も影響範囲が大き

く，具体的には，昭和58年の銀行による公共債

の窓口販売，証券会社による公共債担保貸付の

開始以降，銀行の公共債ディーリング，証券会

社によるＣＤ取扱等の措置が順次とられてい

る。国債の発行残高が急増し，流通市場の整備

・拡大が進む中，昭和56年の銀行法，証券取引

法の改正等によって制度の見直しが進められた

わけであるが，銀行経営にとっては新たな業務

分野が加わることとなった。この点について

は，費用構造の変化という観点から第Ⅴ章第２

節で採り上げる。

Ⅱ－２　範囲の経済性（Ｅｃｏｎｏｍｉｅｓ ｏｆ Ｓｃｏｐｅ）

　範囲の経済性は生産物の質の多様化によって

発生するものであり，生産物の量の拡大によっ

て発生すると考えられる規模の経済性に対比さ

れる。範囲の経済性は，一つの金融機関が複数

の金融サービスを同時に生産することで，生産

要素を共通に利用できる側面があることに起因

するものであり，そのようなコストなしに転用

可能な生産要素としてはたとえば情報，ノウハ

ウ等が考えられる。

　先に述べたように，金融仲介機関の役割は資

金余剰主体から資金不足主体への資金の移転を

促進することにあるが，その過程で決定的な役

割を果たす市場や企業に関する情報は公共財的

性格を持ち，その調査能力，審査能力は多様な

取引に共通に用いられることから，銀行業は範

囲の経済性の働きやすい産業と推測される。近

年，金融機関が業務の多様化を進めている中

で，新たな業務に際して必要とされる情報，ノ

ウハウ等は，既存の業務に必要とされるものと

共通の要素が多く，また，金融業務の機械化の

進展も多様な分野にわたる業務の処理能力を補

完すると考えられ，こうした点からも，金融仲

介機関に範囲の経済性が存在するかどうかは，

重要な論点といえる。

　ここで，範囲の経済性（Ｅｃｏｎｏｍｉｅｓ ｏｆ Ｓｃｏｐｅ）

という概念について整理すると，これは規模の

経済性よりも新しい概念であり，厳密には，

Ｂａｕｍｏｌ-Ｐａｎｚａｒ-Ｗｉｌｌｉｇ［１９８２］によって次のよ

うに定義される。

　Ｓという生産物の集合を考える。Ｐ＝{Ｔ1……，

Ｔk}によりＳが分割されるとする。

　すなわち　∪iＴi＝Ｓ，Ｔi∩Ｔj＝φ（for i≠j）．
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ここでＴi≠φ and k＞１とする。

このとき，ΣiＣ(ＹTi )＞Ｃ(Ｙs )

が成り立つとき，Ｐに関してＹ sにおいて範囲の

経済性があるという。

 簡単化された例としてＹ1，Ｙ2の２財を生産

している複数財生産企業を考えよう。

生産費用をＣとしたときに

Ｃ(Ｙ1，Ｙ2)＜Ｃ (Ｙ1，０)＋Ｃ(０，Ｙ2)

のとき範囲の経済性が存在するという。

　さらに，範囲の経済性の十分条件として，二

階微分可能な複数財生産の費用関数において費

用の補完性（Ｃｏｓｔ Ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｉｔｉｅｓ）が主張

される。費用の補完性については

∂2Ｃ/∂Ｙi∂Ｙj＜０　　　　　　　　　　 （i≠j）

のとき，存在するとされる。

Ⅱ-3　規模の経済性（Ｅｃｏｎｏｍｉｅｓ  ｏｆ  Ｓｃａｌｅ）

　複数財生産における規模の経済性について

は，すべての生産物をt倍したときに費用が何

倍になるかによって示される規模の経済性の概

念と，他の生産物を一定にしたままある特定の

生産物をt倍した場合の規模の経済性の概念と

があるが，本論文では前者を採り上げる。

Ｂａｕｍｏｌ-Ｐａｎｚａｒ-Ｗｉｌｌｉｇ[1982]の定義によれば，

　生産物集合Ｎ＝{ 1，……， n }を考えると

き，産出水準Ｙにおける規模弾性値は

Ⅲ．　先行研究のサーベイ

　銀行業の範囲の経済性，規模の経済性に関し

ては近年多くの研究がなされ，米国では，

Ｍｕｒｒａｙ-Ｗｈｉｔｅ[1983]，Ｂｅｎｓｔｏｎ-Ｂｅｒｇｅｒ-Ｈａｎｗ-

ｅｃｋ-Ｈｕｍｐｈｒｅｙ[1983]，Ｇｉｎｉｇａｎ-Ｓｍｉｒｌｏｃｋ-Ｍａｒ-

ｓｈａｌｌ[1984]，Ｇｍｉｇａｎ-Ｓｍｉｒｌｏｃｋ[1984]によって，

複数財生産企業としての銀行業の範囲の経済

性，規模の経済性の存在が確かめられている。

　日本の銀行に蔚ける範囲の経済性に関する

主な先行研究として，粕谷[1 9 8 6 ]と，首藤

[ 1 9 8 5 ]の２点があげられる。粕谷[ 1 9 8 6 ]

は，1974年度から1984伸度までのデータから，

①都市銀行については範囲の経済性が検出さ

れ，かつ増大傾向にある。②地方銀行について

は83年度，84年度のみに範囲の経済性が検出さ

れるという結果を導いているのに対して，首藤

[1985]は，1981年度から1983年度まで３ヵ年

のデータから，範囲の経済性は検出できない，

という結論を得ている。これら2つの研究の結

論は対照的であるが，それらの計測方法には次

のような大きな違いがある。すなわち，双方と

も銀行の費用構造としてトランスログ費用関数

を推定することによって範囲の経済性，規模の

で与えられ，

ＳＮ（Ｙ）＜１

のとき規模の経済性が存在するとされる。

一般に金融機関には規模の経済性が働くとい

う考え方がある。Ｌｅｌａｎｄ-Ｐｙｌｅ[1977]などによ

れば，銀行は，金融仲介において蓄積した情報

能力や顧客関係を利用しつつ，情報の生産活動

を行うところに重要な役割があるとされるが，

資金の借手（資金不足主体）に関する情報収

集，審査活動またモニタリングには相当額の

固定費用を要するため，運用資金量が多いほ

ど，資金１単位当たりの費用，すなわち平均費

用は低くなる，とするものである。

 また，個々の資金の貸手（資金余剰主体）は

安全性の高い資産への運用を強く選好している

が，実際の借手は貸手が満足するほどには安全

でない場合，専門機関が多数の貸手から資金を

集め，多様な借手に供給することによって取引

費用が節約され得るといった観点からも，規模

の経済性の存在は示唆される。
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経済性を計測しているものの，変数の選択や関

数形が大きく異なる。たとえば，生産物の捉え

方についてみると，粕谷[1986]が，Ｙ1〔貸出

金収益〕と,Ｙ2〔その他の活動の収益〕の2財

を捉えているのに対し，首藤[1985]は生産物

としては２財であっても，Ｙ1〔預金貸出サービ

スの産出水準〕と，Ｙ2〔周辺業務の産出水準〕

という粕谷[1986]とは異なった変数の捉え方

によって議論をしている。また，要素価格につ

いては粕谷[1986]は関数形に導入しているの

に対し，首藤[1985]は導入していない。

Ⅳ．　実証モデルについて

Ⅳ－１　使用データ

4.1.1　変数の選択について

　先行研究のサーベイを踏まえ，本論文の実証

分析に際しても，費用関数を推計し，そのパラ

メーターに基づき範囲の経済性，規模の経済性

を計測する方法をとった。

　第Ⅲ章で触れたように，銀行業の費用構造乃

至生産構造を考える場合，まず問題となる点

は，何をもって銀行業の生産物と考えるかとい

う点である。本論文では粕谷[1 9 8 6 ]，首藤

[1985]とは異なり，銀行業務を，①金融仲介

としての資産変換業務（Ｔｒａｎｓｍｕｔａｔ ｉｏｎ）と，

それに伴う②手数料を徴求する役務的業務，③

ディーリング業務の3つにわけて捉え，次に示

す3種の生産物Ｙ1～Ｙ3を考える。

・Ｙ1:貸出金収益　・Ｙ2:手数料収益　・Ｙ3:

ディーリング益

　ここでＹ1（貸出金収益）は，金融仲介業務の

収益と考え，貸出金の利息に加えて保有有価証

券の利子・配当を含めるものとする。これは，

資金余剰主体から資金不足主体に銀行が資金を

仲介する際に，サービスの供給という観点から

考えれば，資金不足主体の貸出債権を保有する

ことと有価証券を保有することとはほぼ無差別

と思われるからである。

　Ｙ2（手数料収益）は，送金業務，保証業務な

どによって得られる手数料収入である。

　Ｙ3（ディーリング益）については，債券

ディーリング益，外為ディーリング益，資金

ディーリング益の三者から構成される。

　要素費用，要素価格については以下のように

捉えた。

・要素費用　　Ｃ：資金調達支出＋物件費＋人件

費

・要素価格　　ＰM：資金調達価格　ＰK：実物資

本価格　ＰL：人件費価格

この内，ＰK（実物資本価格）については，

Ｊｏｒｇｅｎｓｏｎ-Ｓｉｅｂｅｒｔ［1968］により，資本のレン

タルプライスを求めた。データ加工の詳細につ

いては表4.1に示す。

4.1.2　推定対象について

　推定期間，対象銀行は以下に示すとおりであ

る。推定対象としては都市銀行の中から外為専

門銀行である東京銀行については費用構造が異

なると考えて除いた。一方，都市銀行の中で唯

一の信託兼営銀行である大和銀行については，

含めたケースと除いたケースと両方の実証を

行ったが，推定結果に大きな差は無く，かつ含

めた場合も異常値とはならなかったので，含め

たケースを分析に用いた。また，地方銀行の中

で資金量が他行に比して十分大きい横浜銀行に

ついては，都市銀行と費用構造や経営行動に共

通点が多いと考え，推定の対象に含めた。さら

に，長期信用銀行３行を含めた場合，また横浜

銀行以外の地方銀行数行を含めた場合も各々実

証分析も行ったが，この場合は明らかな異常値

となり推定の精度も低下したため，採り上げな

かった。推定にあたって，生産物については

ＧＮＰデフレーターでデフレートし，価格につい
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ては1982年を１として指数化した。

・推定期間1981年度～1988年度の年次データ

8年間

・対象銀行　都市銀行12行　第一勧業，住友，

富士，三菱，三和東海，三井，太陽神戸，大

和，協和埼玉，北海道拓殖の各行

地方銀行1行　(横浜)

計13銀行

表4.1　データ出所及び加工

Ⅳ－２　推定関数形

　推定関数形としては，トランスログ型費用関

数を用いる。トランスログ型関数については，

Ｃｈｒｉｓｔｅｎｓｅｎ-Ｊｏｒｇｅｎｓｏｎ-Ｌａｕ[1973]によって提

起されて以来，多くの実証分析に用いられてい

るが，その性質としては，生産要素間の代替弾

力性，価格弾力性があらかじめ固定されている

のではなく，モデルの中で任意に求められると

いう特徴を持つ，一般的なｆｌｅｘｉｂｌｅな関数とし

て考えられる。

　n種の生産要素から加種の生産物を生産する

複数財生産企業の費用関数は，一般に次のよう

に表すことができる。

　Ｃ:総費用，Ｐ1，…，Ｐ n：n種の生産要素価
格,Ｙ1…，Ｙm：m種の生産物として

Ｃ＝g(Ｐ1，……，Ｐn，Ｙ1，……，Ｙm)

　このとき，トランスログ型費用関数は対数の

二次の項までのテーラー近似として次のように

与えられる。
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　本論文における推定モデルとしては，技術進

歩をあらわす項として時間Ｔを他の生産要素と

対称に考えて導入したトランスログ型費用関数

を考える。生産要素の投入量のシェアの変化

は，長期においては相対価格の変化だけでは説

明できない部分があると考えられるためである。

さらに，粕谷［1986］，首藤［1985］とは異な

り，関数形にＨｏｍｏｔｈｅｔｉｃｉｔｙは仮定しない。この

点についてはⅤ－３でモデルの妥当性について

の考察を行う。

　以上をまとめると，推定に用いる関数形は次

の通りである。

②生産要素価格についての一次同次性

　生産要素市場が競争的で，推定の対象となる

すべての銀行が同じ生産要素価格に直面してい

ると考えられる場合には，価格の項を定数項に

含めることができる。しかしながら，本論文の

ようにパネルデータを用いる場合には，時間を

通じて生産要素価格がすべて一定と考えること

は不可能であり，その形を推定に用いることは

できない。

のとき，費用の補完性が存在するということが

によって表すことができるが，ここで(4.1)式
から

Ⅳ－３　範囲の経済性・規模の経済性の計測方

法

　本節では，前節で説明されたモデルの下で，

第Ⅱ章で述べた範囲の経済性，規模の経済性が

どのように定式化されるかという点について述

べる。

4.3.1　範囲の経済性の計測方法

　第Ⅱ章で述べたように範囲の経済性の定義に

ついてはＢａｕｍｏｌ＝Ｐａｎｚａｒ＝Ｗｉｌｌｉｇ[1982]によ

るが，範囲の経済性を直接，計測するために

は，ある生産物が０である場合の費用のデータ

が必要であるものの，そのデータの採取は現実

には困難である。また，範囲の経済性の概念は

費用関数上のある点で与えられる静態的概念で

あるため，費用関数に関する情報を伝えるには

操作性に欠ける。そこで，範囲の経済性の測定

にあたっては，十分条件としての費用の補完性

を計測する。

　費用の補完性については先に示したとおり，

　(4.1)の推定関数形について，次の①，②の条
件を仮定する。
①パラメータの対称性
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できる。

　そこで，説明の便宜上，次章の実証分析にお

いては二生産物の費用の補完性の指標として

ルでは次のように計測することができる。すべ

ての生産物を比例的にt倍するときに費用が何

倍になるかという規模弾性値をＳＣＡＬＥとする

とき，次のように表せる。

Ⅴ．実証結果

Ⅴ-1　推定方法について

　費用関数と生産要素需要量の関係を示す

Ｓｈｅｐｈａｒｄの補題から次の式が与えられる。

　　∂Ｃ/∂Ｐ i＝Ｘ j　但しＸ j：第 j生産要素

の需要量

　これから，総生産費用に占める第プ生産要素

のコストシェアＳ jを表す式が得られる。

　費用関数(4.1)とから，推定に用いられる以

下のコストシェア式が導かれる。

　本論文では，コストシェア式(5.1)に費用関

数(4，1)を連立させてシステム推定法ＳＵＲ

（Ｓｅｅｍｉｎｇｌｙ Ｕｎｒｅｌａｔｅｄ Ｒｅｇｒｅｓｓｉｏｎ）による推定

を行った。 (推定作業に際してはシェア式

(5.1)から j＝Ｋの式を作業上除いて行った。)

のとき，費用の補完性が存在するということが
できる。
　そこで，説明の便宜上，次章の実証分析にお
いては二生産物の費用の補完性の指標として

を計測する。以上の議論から，
ＳＣＯＰＥ（i，k）＜０
のとき，生産物と生産物々に費用の補完性が存
在するといえる。
4.3.2 規模の経済性の計測方法
　規模の経済性の概念については本論文のモデ

　のとき，規模の経済性が存在するということ
ができる。つまり，全生産物に関する規模の経
済性は，すべての生産物が比例的にt倍増大す
る場合に費用がｔ倍以下にしか増大しない場合
に存在すると考えられる。さらに，ＳＣＡＬＥ＝

１のと き規模 に関 し て収穫 一定 で あり ，
ＳＣＡＬＥ＞1のとき規模の不経済性が存在する
ということができる。



日本の銀行業における範囲の経済性，規模の経済性および技術進歩：1981－1988年度

- 9 -

Ⅴ－２　推定結果

　範囲の経済性，規模の経済性の存在を検証す

ることを主たる目的として，4.1.2項で示した

13銀行を対象とし，８年間のデータを用いて推

定を行った。

5.2.1　全期間についての推定

　まずはじめに全期間のデータをパネルデータ

として扱い，費用関数の推定を行った。推定さ

れたパラメーターは表5.8に示すとおりである

が，費用関数については決定係数が0.996688，

DURBIN-WATSON比が1.5409とまずまずの値

となっている。(表5.10)この場合の範囲の経

済性，規模の経済性の計測結果についてはデー

タの平均値による場合を表5. 1に示したが，

①　範囲の経済性については，生産物Y2とY3，

Ｙ1とＹ3のそれぞれの組合せについて費用の補

完性の存在が有意にみられる，

②　ＳＣＡＬＥ＝１（このとき規模に関して一次

同次である）という仮説が棄却されず，規模の

経済性については有意性をもった値は検出でき

なかった，

という結果がいえる。

表5.1　範囲の経済性，規模の経済性の計測結果

5.2.2　構造変化について

(1)　費用関数の構造変化について

　Ⅳ－１で生産物Ｙ3として掲げたディーリン

グ収益の内，国債等の公共債ディーリングにつ

いては従来銀行に対しては認められていない業

務であったが，金融自由化の進行する中で，先

に述べたような銀行による証券業務の拡大の一

環として認可された業務の一つである。具体的

には，1984年６月に残存期間２年未満の債券に

限ってディーリング認可され，次いで 8 5年６月

からは対象債券の残存期間についての制限が撤

廃され，銀行によるいわゆるフルディーリング

が開始された。債券ディーリング業務を認可さ

れた金融機関は，当初，都市銀行全13行，地方

銀行10行，信託銀行全７行，長期信用銀行全３

行，農林中金の計3 4行(庫)であった。本論文

一で推定の対象としている13行については，すべ

てこの中に含まれている。尚，認可対象機関は

その後順次拡大され，1988年度末では合計216

行(庫)となっている。

　この債券ディーリングの開始は銀行にとって

既存の業務と共通の生産要素を利用する新たな

収益機会の誕生と解釈でき，従って，新規業務

開始時期の近辺で，銀行の費用構造について構

造変化している可能性が推測される。また，金

融自由化による業務分野規制の緩和は他にもあ

るが，銀行の経営行動に与える影響という点

で，この前後の時期においては債券ディーリン

グの開始が他に比して有意に大きな影響をもた

らす業務拡大であると考えられる。そこで，本

論文ではその点を明らかにするために，全期間

を２つにわけて，前出と後半とパラメーターの

値が異なるとした場合と，全期間が同一のパラ

メーターであったとした場合（すなわち，前半

と後半のパラメーターが等しいという制約が課

されていると見做すことができる）の尤度比検

定を以下の仮説１～３に対して行うことで，構

造変化を検証した。

仮説１　費用関数は1983年度までとそれ以降と

では構造が不変である。
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仮説2　費用関数は1984年度までとそれ以降と

では構造が不変である。

仮説3　費用関数は1985年度までとそれ以降と

では構造が不変である。

　尤度比検定の結果は表5.2に示すとおりであ

るが，仮説2が極めて強く棄却される一方で，

仮説1，3は棄却されない。この検定結果か

ら，1984年度までとそれ以降とでは費用関数が

構造変化しているということができる。

表5.2　構造変化の検定

 さらに厳密に，構造変化前1981年度－84年度

の費用の補完性の組合せに関し，

Ｈ0：ＳＣＯＰＥ(1，2)＝ＳＣＯＰＥ(1，3)＝０

についてワルド検定を行ったところ，Ｘ2統計

量＝5.0255209（5％有意水準のＸ2値：5.991）

となり，補完性が無いという仮説は5％有意水

準で棄却できなかった。従って，以上の議論に

より費用の補完性が認められるのは，Ｙ2とＹ3

の組合せだけであったということがいえる。

②規模の経済性についてみると，構造変化前は

有意に，かつ強く検出されているが，構造変化

後は，規模に関して一次同次あるいはむしろや

や規模の不経済性を示している。

5.2.3　結果の解釈

　これらの結果から次のような考察を試みるこ

とができよう。すなわち，従来の規制金利体系

下では，銀行にとって預金一貸出取引において

の利鞘は大きな変動を示すことはなかったの

で，規模の拡大によるスケールメリットの追求

が経営行動における強いインセンティブとなっ

ていた。しかしながら，金融自由化の進行で金

利体系の自由化も進み，その影響で貸出取引の

利鞘が以前に比べ縮小しかつ不安定になってき

ている。規模の経済性が構造変化前には有意に

検出されたにもかかわらず構造変化後には検出

されないことは，この点から解釈されよう。

　一方，構造変化後において範囲の経済性がよ

り強く検出されるようになった点についても，

金融自由化の進行と平爪をあわせていると考え

られる。つまり，近年において範囲の経済性が

支持されるようになった背景には，金融自由化

の中で業務の多様化，多角化が進み，従来十分

にそのメリットを享受できなかった範囲の経済

性が顕在化してきたこと等が挙げられる。具体

的には，①銀行業と証券業の業務分野規制の緩

和が進んだこと，②近年の銀行業が情報技術革

新によるネットワーク化などにより装置産業的

側面も併せ持ち，それが複数財生産の経済性を

高めていること，③最近の新しい金融商品の性

格は従来のように単一分野に限定的なものは少

なく，複数の業務分野に跨がった性格を持つ

(2 )　構造変化を仮定した場合の範囲の経済

性，規模の経済性について

　次に1984年度までとそれ以降とでは費用関数

が構造変化しているという仮定の下で，構造変

化の前後で異なるパラメーターを推定し，範囲

の経済性，規模の経済性について計測を行った。

この場合もやはり，構造変化前後各々の期間内

ではパネルデータとして扱った。

　推定されたパラメーターは表5.9に示すとお

りである。費用関数の推定結果(表5.10)に関

しては構造変化の前後とも決定係数，ＤＵＲＢＩ-

Ｎ-ＷＡＴＳＯＮ比について問題のない値となって

いる。範囲の経済性，規模の経済性については

表5.3に各々データの平均値の場合のSCALE，

ＳＣＯＰＥ(i，k)の計測結果を示した。全期間パネ
ルデータの場合(前出・表5.1 )と比較してみ

ると，構造変化の影響が明確にあらわれている

ことがわかる。

具体的には，

①範囲の経済性については，構造変化前は費用

の補完性がみられるのはＳＣＯＰＥ(2，3)のみで

あり，他の生産物 の 組合わせに ついて は

ＳＣＯＰＥ( i，k)のt値が低く，０であるという仮
説を各々棄却できない。それに対し，構造変化

後については，すべての生産物の組合わせにつ

いて費用の補完性が有意に認められる。
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サービスが増えてきていること等が挙げられる。

　この内，情報・通信技術の進歩については，

預金・貸出業務，役務的業務，ディーリング業

務相互に関連した新商品・サービスの提供を可

能にし，また，金融自由化の原動力となるとと

もにコストの引下げ等を通じて金融取引を拡大

している。こうした動向が顧客の利便性を向上

させることは当然であるが，範囲の経済性を追

求し，新規業務への進出のインセンティブを高

める要因となっているものと考えられる。

個別に詳しくみると，本論文でＹ 2として採

り上げた受入手数料の内，従来は送金手数料が

４～６割を占めていたが，近年では送金手数料

以外の手数料の比率が伸びている。それは，銀

行の業務の多様化に伴って，手数料を得るサー

ビスの中で，伝統的な送金業務以外の内容が多

様化しているものとみられる。たとえば，決済

サービス関連としては，近年の様々な資金決済

のエレクトロニクス化，機械化の進展により，

企業向けの資金管理サービス，ＰＯＳ等，新たな

サービスが開発，提供されている。個々の銀行

にとって，各業務の費用の補完性を高めている

と考えられよう。

表５.３　構造変化を仮定した場合の範囲の経済性，規模の経済性の計測結果

5.2.4　技術進歩

(1)　技術進歩項の有意性について

　技術進歩については，粕谷[ 1 9 8 6 ]，首藤

[1985]ではモデルに取り入れられていなかっ

た項であるが，本論文では第Ⅰ章，第Ⅳ章で述

べたように推定関数形に導入した。本項ではモ

デルの検証として，技術進歩項の有意性につい

て検定を行う。すべての技術進歩項が0である

こと，すなわち，

Ｈ0:ρt＝ρt t＝ρi t＝ρtj＝０

for i＝1.2.3；j＝Ｍ，Ｋ，Ｌ
という帰無仮説について，ワルド検定を行った。

結果としては， x 2統計量は表5. 4のようにな

り，すべてのケースについて1％有意基準で仮

説は棄却され，技術進歩項の導入についてその

妥当性が確かめられた。

(2)　技術進歩率について

　推定関数形(4 . 1 )において以下のように技

術進歩率を定義することができる。

①技術進歩率＝－∂lnＣ／∂Ｔ

②技術進歩率の変化率＝－∂2lnＣ／∂Ｔ2

＝－ρtt

　推定されたパラメーターに基づいて技術進歩

率，技術進歩率の変化率について算出すると，

表5.5のようになる。

　この計測結果から，当該期間において費用節

約的技術進歩がなされ，またそれが各々の期間

で加速的であったことがわかるが，範囲の経済

性，規模の経済性のみならず，技術進歩の重要

性が理解できる。現実に銀行業としてコスト削

減という観点から考えても，たとえばコン

ピュータ・システムの導入にみられるような技

術進歩は経営上欠かせないものであったという

ことができる。また，加速度的であったにもか

かわらず，構造変化後の方がその絶対値が小さ

い点については，金融自由化の進展につれ構造
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変化後については範囲の経済性の享受へと経営

のインセンティブが指向されたと推測される。

(3)　技術進歩の中立性について

　次に，技術進歩についてその生産要素に関し

ての偏りをみるために，Ｈｉｃｋｓ中立性について

の検定を行った。

技術進歩がＨｉｃｋｓ中立型であることは，

ρtk＝ρtL＝ρtM＝に０

というパラメータに関する制約が成立すること

を意味する。そこで，

　Ｈ0：ρtj＝０　for j＝Ｍ，Ｋ，Ｌ

である帰無仮説をたてて，ワルド検定を行った

ところ，結果として得られたχ2統計量は表5.4

のようになり，技術進歩がＨｉｃｋｓ中立型である

という仮説は棄却された。

表５.４　技術進歩項の有意性・技術進歩のＨｉｃｋｓ中立性

表５.５　技術進歩率について

(4)　技術進歩の性質について

　以上の議論から，推定期間における技術進歩

はＨｉｃｋｓ中立型ではなく，生産要素に対して何

らかの偏りがあったということができる。本項

では，銀行の費用構造において技術進歩が生産

要素にどのような偏りを及ぼしてきたかに関し

てみていきだい。この要素についての偏りは，

ρ t j項の符号によって，以下のように区別し

て示すことができる。

ρtj＜0：ｊ要素節約的技術進歩

ρtj＝O：ｊ要素中立的技術進歩

ρtj＞0：ｊ要素消費的技術進歩

　パラメーターの推定結果(表5.6)からみる

と，構造変化の前後共に技術進歩が労働につい

て強く節約的となっている。一方，資本につい

ては構造変化後にのみ有意に消費的という性質

を示している。この結果については，銀行にお

いて近年いわゆる第三次オンラインシステムの
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も銀行は安定して高い伸びを示していることが

わかる。

　すなわち，技術進歩につれて投入要素の中で

どの要素が相対的により多く，または少なく投

入されるようになるかという点については，基

本的にはわが国の他の産業と同一の性格であ

り，労働コストの削減を図るというある意味で

は一般的な性格をもっていたことがいえる。

表５.６　技術進歩の偏りについて

開発や大型ディーリングルームの建設にみられ

るような情報化・機械化投資が盛んであり,ま

た一方で職員数の漸減という点での労働力の省

力化が進んでいる状況からも理解できる。この

点に関連して，金融機関の設備投資動向に関す

る調査についてみると(表5.7)，金融機関の設

備投資計画は1988年度，1989年度ともに主要事

業会社を伸び率で大きく上回っている。なかで

表５.７　設備投資動向について
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表５.８　全期間（1981年度～1988年度）をパネルデータとした場合の推定結果
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表５.９　構造変化を仮定した場合の推定結果
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表５.10　費用関数の推定結果

Ⅴ－３　モデルの検証

　モデルの検証として以下の１～３について検

定を行う。これらの内，１，２については推定

した費用関数が適切な経済的意味を持つために

満たすべき必要な条件として，また，３につい

ては従来の先行研究と異なったモデルを本論文

で用いていることから，検証するものである。

１.　単調性　　　　　　　　　　２.　凹性

３.　Ｈｏｍｏｔｈｅｔｉｃｉｔｙについて

　この他，技術進歩項の有意性については

5.2.3項で述べたとおりである。

5.3.1　単調性（ｍｏｎｏｔｏｎｉｄｔｙ）の検定

　単調性については次の二式であらわすことが

できる。

　が成立していれば，十分である。推定結果に
ついて計測したところ，全期間のパネルデー
タ，構造変化・前構造変化・後のそれぞれの
推定について，以下の表5.11に符号を示すよう
に全観測値の中で数件ずつ負の結果がみられた

が，検定したところ，いずれも１％有意基準で

正であるという結果が得られた。

　同様にして(5.3)式については，

　について調べたところ，全ての観測値につい

て正であることが確かめられた。

　以上の結果から，単調性の条件は成立してい

るということができる。

5.3.2　凹性についての検定

　推定された費用関数が生産費用最小化の二階

の条件を満たすことは，ヘシアン行列

Ｈ＝(∂2Ｃ/（∂Ｐj∂Ｐh ）)ｊ，ｈ＝Ｍ，Ｋ，Ｌ

が半負値定符号行列であることによって確かめ

られる。そこで，

ｄｅｔＨ１≦０，ｄｅｔＨ2≦０，ｄｅｔＨ3≦０

について調べたところ，ほとんどの場合で満た

されていた符号条件を満たさない場合が８件

みられたが，その場合でも得られた値は極めて

0に近く，以上から二階の条件(凹性)につい

ては満たされていると考えられる。

5.3.3　Homotheticityについての検定

　日本の銀行業における範囲の経済性を計測し

た先行研究である粕谷[1986]，首藤[1985]で

は推定する費用関数形にHomothet ic i tyを仮定

しているが，本論文ではHomothet ic i tyを仮定

せずに関数形の推定を行った。この点について

のモデルの検証として，生産物と価格の交差項
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について係数の有意性の検定を行った。

　全期間のパネルデータ，構造変化・前，構造

変化・後のそれぞれの推定について，

Ｈ0：δij＝０　ｆｏｒ ａｌｌ ｉ，ｊ

という帰無仮説について各々ワルド検定をした

ところ，表5.12に示す結果となり，すべての

ケースにおいて帰無仮説は1％有意基準で強く

棄却された。すなわち，価格と生産物の交差項

の導入の有意性が確かめられ，推定関数形に

Homothet ic ityを仮定しないことの妥当性が検

証された。

Ⅵ．結 語

　本論文で得られた主な実証結果は次のとおり

である。

①推定期間全体をパネルデータとした場合に

は，範囲の経済性については，生産物Ｙ2とＹ3，

Ｙ 1とＹ 3のそれぞれの組合せについて費用の補

完性の存在が有意にみられる。規模の経済性に

ついて有意な値を検出することはできなかった。

②推定の対象とした13銀行の費用関数は債券

ディーリング開始の時期に構造変化していると

みられる。範囲の経済性については，構造変化

前は費用の補完性がみられるのは一部の組合せ

のみであった。それに対し，構造変化後にはす

べての生産物の組合せについて費用の補完性が

有意に認められる。規模の経済性についてみる

と，構造変化前は有意に，かつ強く検出されて

いるが，構造変化後は規模に関して一次同次あ

るいはむしろやや規模の不経済性を示している。

③その他，費用関数の形状としてはＮｏｎ-Ｈｏｍ-

ｏｔｈｅｔｉｃであり，また技術進歩については構造変

化の前後共に加速度的な技術進歩がなされてい

るという結果が有意に得られた。その性質とし

ては，Ｈｉｃｋｓの意味で中立的ではなく，構造変

化の前後共に労働節約的な偏りをもっている。

　これらの背景としては次のような点が挙げら

れよう。すなわち，従来の規制金利体系下で

は，規模の拡大によるスケールメリットの追求

が銀行経営にとって強いインセンティブとなっ

ていた。しかし，金融自由化下で預金・貸出の

金利体系の自由化が進む中で，そのインセン

ティブが薄れてきている。一方で，範囲の経済

性が支持されるようになった背景には，金融自

由化の中で業務の多様化，多角化が進み，従来

十分にそのメリットを享受できなかった範囲の

経済性が顕在化してきたこと等が挙げられる。

　また，高度情報・通信技術の進歩は，新商品

・サービスの提供を可能にし，金融自由化の原

動力となるとともにコストの引下げ等を通じて

金融取引を拡大している。一方，多額の投資負

表５.12　Ｈｏｍｏｔｈｅｔｉｃｉｔｙについての検定

表５.11　単調性∂lnC/∂lnＹiについて
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担がかかるため，範囲の経済性を追求する新規

業務への進出のインセンティブを高める要因と

なるものと考えられる。

　金融システムの変革の影響は規模の経済性の

ような各業務内部の問題であると同時に，業務

分野を越えた問題でもある。

　範囲の経済性の存在が実証されたとしても，

それが直ちに金融機関の統合，あるいは業務分

野規制の撤廃が進められるべきだという結論に

至るわけではない。確固たる政策的含意を導く

ためには，規模の経済性が働くとすればどの程

度の企業規模からどの程度の企業規模までなの

か，範囲の経済性については，どのような業務

の組合せに強く発揮されうるか，といった点に

ついても検討が必要であろう。

　また，日本では銀行業に対して認められてい

る証券業務は一部であり，本論文における範囲

の経済性の計測から，現状の日本の銀行業と証

券業など他の金融仲介機関との間にも範囲の経

済性が働くと直接に結論づけることはできない。

西ドイツのユニバーサルバンクのような銀行業

と証券業を兼営する金融機関は現在の日本には

存在しないので，銀行・証券分離制度の問題に

直接結びつくような実証分析は困難であった。

しかしながら，近年の金融自由化の下で，銀行

の提供する金融サービスの性格に複合性が増

し，特に証券業務との関連性が深まっているこ

とは明らかである。そうした中で，銀行業務内

部で近年において範囲の経済性は明白になって

きていることは，実証結果の示したとおりであ

る。本論文のように，現在の銀行が行っている

業務の中で範囲の経済性，規模の経済性の存在

を検証し，費用関数の形状を推定することでさ

らなる金融自由化へむけての議論のためにも有

意義であると考える。

参　考　文　献

〔１〕粕谷宗久[1986]「Economies of Scopeの理

論と銀行業への適用」民金融研究』第５巻

3号

〔２〕首藤　恵[1985]「銀行業のＳｃａｌｅ  ａｎｄ

Ｓｃｏｐｅ Ｅｃｏｎｏｍｉｅｓ」『ファイナンス研究』

№４

〔３〕館　龍一郎[1986]「金融自由化の視点」

『フィナンシャル・レビュー』№１

〔４〕筒井義郎[1988]『金融市場と銀行業─産
業組織の経済分析』東洋経済新報社

〔５〕野間敏勝・筒井義郎[1987]「わが国銀行

業における規模の経済性：トランスログ費

用関数および資本レンタル価格の検討」

『大阪大学経済学』第36巻

〔６〕堀江康煕・浪花貞夫[1989]「銀行の貸出

供給行動と経済活動への影響」『筑波大学

社会工学糸Ｄｉｓｃｕｓｓｉｏｎ Ｐａｐｅｒ Ｓｅｒｉｅｓ』№

397

〔７〕日本銀行調査統計局「金融機関の設備投資

動向について」(元.12.)

〔8〕Baumol, W. J., Panzar, J. C., and Willig,

R.  D.  [1982]  Con tes t ab le  Mar ke t s  an d
the Theory of  Industry Structure.  Harco-

urt Brace Jovanovich.

〔9〕Benston, G., Hanweck, G., and Humphre-

y, D. [1982],  "Scale Economies in Ban-

king: A Restructuring and Reassessmen-

t, "  Journal  of  Money,  Credi t ,  and Banki
ng. vol 14.

〔10〕Benston, G. J., Berger, A. N., Hanweck,

G.  A. and Humphrey,  D. B.  [1982] ,

"Economies of Scale and Scope in Banki-

ng" ,   Research Paper  in  Banking  and
Financial Economics, Board of Governors

of the Federal Reserve System.

〔11〕Berger, A., Hanweck, G., and Humphrey,

D. [1987]  "Competitive Viability in

Banking: Scale, Scope, and Product Mix

Economies"  Journal of Monetary Econo-
mics vol 20.



日本の銀行業における範囲の経済性，規模の経済性および技術進歩：1981－1988年度

- 19 -

〔12〕Burgess, D. F. [1975] "Duality Theory

and Pitfalls in the Specification of Tec-

hnologies" Journal of Econometrics

vol 3.

〔13〕Christensen, L. R., Jorgenson, D. W., and

Lau, L. J. [1973] "Transcendental Log-

arithmic Production Frontiers "  Review of

Economics and Statistics, vol 55.

〔14〕Giligan, T. W. and Smirlock, M. [1984]

"An Empirical Study of Joint Production

and Scale  Economies in Commercial

Banking, " Journal of Banking and Finan-

ce vol 8.

〔15〕Giligan, T. W., Smirlock, M., and Marsh-

all, W. [1984]  "Scale and Scope Econo-

mies in the Multi-Product Banking Fir-

m, " Journal o f  Monetary Economics  vol

13.

〔16〕Gurley, J. G. and Shaw, E. 5. [1960]

Money in  a Theory o f Finance ,  Brookin-

gs Institution. (邦訳　桜井欣一郎訳『貨幣

と金融』至誠堂 [1963])

〔17〕Jorgenson, D. W. and Siebert. C. D.[1968]

"Optimal Capital Accumlation and Corpo-

rate Investment Behavior"  Journal of

Political Economy vol 76.

〔18〕Leland, H. E. and Pyle, D. H. [1977]

"Information Asymmetries, Financial

Structure, and Financial Intermediation,"

Journal of Finance vol 32.

〔19〕Murray, J. D. and White, R. W.[1983],

"Economies of Scale and Economies of

Scope in MultiProduct Financial Instituti-

ons: A Study of British Columbia Credit

Unions. " Journal of Finance vol 38, June.

〔20〕Panzar ,  J .  C.  and Wil l ig ,  R.  D. [1981]

"Economies of Scope." American Econo-

mic Review, Papers and Proceedings 71


	Ⅰ．はじめに
	Ⅱ．複数財生産企業としての銀行業とその分析概念
	Ⅲ．先行研究のサーベイ
	Ⅳ．実証モデルについて
	Ⅴ．実証結果
	Ⅵ．結語

